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◎ PFI 事業の対象にスポーツ施設や集会施設を追加 

 

【法令名】 

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律の一部を改正する法律 

【掲載官報】 令和 4年 12 月 16日 号外第 269号 9ページ 

【法令番号】 令和 4年 12 月 16日 法律第 100号 

【管轄省庁】 内閣府本府 

【施行期日】 一部の規定を除き、公布の日から起算して 6月を超えない範囲内において政令で定める日から施行 

【法令のあらまし】 １ 公共施設等の対象の拡大 

 特定事業の対象となる公共施設等にスポーツ施設及び集会施設を追加することとした。（第 2条第 1項第 3号関係） 

２ 公共施設等運営権に関する実施方針の変更提案に基づく変更 

 ㈠ 公共施設等運営権者は、国民に対する低廉かつ良好なサービスの提供のために公共施設等運営権に係る公共施設等について

維持管理としての工事を行おうとする場合において、当該公共施設等運営権に関する実施方針の公共施設等の規模又は配置に

関する事項の変更が必要であると認めるときは、公共施設等の管理者等に対し、当該事項の変更についての提案（以下「変更

提案」という。）をすることができることとした。この場合においては、当該変更提案に係る実施方針の変更の案、当該工事

による公共施設等運営事業についての効果の増進及び効率性の向上に関する評価の結果を示す書類その他内閣府令で定める書

類を添えなければならないこととした。 

 ㈡ 変更提案を受けた公共施設等の管理者等は、遅滞なく、当該変更提案について検討を加え、当該変更提案に係る公共施設等

の工事が公共施設等運営事業の適正かつ確実な実施の確保に支障を及ぼすおそれがなく、かつ、国民に対する低廉かつ良好な

サービスの提供のため必要があると認めるときは、当該変更提案に係る実施方針の変更の案の内容をその内容とする実施方針

の変更をすることができることとした。 

 ㈢ 変更提案を受けた公共施設等の管理者等は、㈡の規定による実施方針の変更をする必要がないと認めるときは、遅滞なく、

その旨及びその理由を当該変更提案をした公共施設等運営権者に通知しなければならないこととした。 

 ㈣ 公共施設等の管理者等は、㈡の規定による実施方針の変更をしたときは、遅滞なく、当該変更後の実施方針を公表しなけれ

ばならないこととした。（第 19条の 2関係） 
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３ 株式会社民間資金等活用事業推進機構（以下「機構」という。）の業務の追加及び機構の保有株式等の処分期限の延長 

 ㈠ 機構の業務に、特定選定事業を支援する事業を実施する民間事業者に対する専門家の派遣及び助言並びに特定事業を推進す

るために必要な調査及び情報の提供を追加することとした。（第 52条第 1項関係） 

 ㈡ 機構は、令和 10年 3月 31日までにその保有する株式等の処分を行うよう努めなければならないこととされているところ、

当該期限を令和 15年 3月 31日まで延長することとした。（第 56条第 2項関係） 

【改正される法令】  民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11年法律第 117号） 

 地域再生法（平成 17年法律第 24号） 

 


